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集 団 給 食 の規 準 に 関 す る研 究 第1鞭

給食数と給食従業員数 との関係にっいて
1961年9月1日 受 付

土 元 喜 美 子艱

1は し が き

工場,事 業所な ど職 域に おけ る勤労者の食事は,以 前

は持参 した弁当に よってお こなわれていた。 ところが繊

維産業 などに見 られ るよ うに企業が発達す るにつれて,

寄宿舎 に収容 した工員 の食事を,経 営者が世話する こと

が必要にな って きた。 これが職域 給食 のは じま りであ る

が,当 初は一般に従業員の家庭の食生活の程 度 も低 く,

食物に対す る関心 も低 か ったので,栄 養学的 考慮 のされ

ていないはなはだ不 充分な もので あった。

最近 の傾向 として,勤 労者の多 くが弁当を持参 しな く

な り,飲 食店で昼食を とるとい う風習が一般 化 してき て

いる。 しか し,経 営者 と しては,従 業員の昼食時 の外出,

高 い販売食事のため の勤労者 の過度 の負担,栄 養上の欠

陥な どか らくる作業上 の能率の低 下な どを防止するた め

に,職 域 内に食堂 を設 ける ことが,労 務管理 上必要 とな

って きた。 さらに労働意識 の高揚,福 利施設完備の必要

性,食 糧事情の好転,な どの事情は職 域給食 の面 目を全

く新たにす る原 因 とな ってい る。すなわち,従 来の よ う

にた だ食べ させ るとい う観念の ものとは異な り,喫 食 者

の栄養管理がな され,福 利厚生施 設 として重 要な意義 を

もっ てい るのである。わた しは栄養学の立場 か ら,職 域

におけ る合理的な給食 を望 んでい るものであ るが,実 際

に職 域における集 団給食 の運 営にはいろいろ と問題が あ

る。その もっとも大 きな原 因は,大 量 の炊事 について科

学的な研究が,技 術 の うえか らも,経 営 の うえか らも,

まだほ とん どお こなわ れていな いこ とで る。

この調査研 究は,職 域に おけ る集団給食の あ りかた の

規 準を得 て,合 理的 な運営 のた めの基礎的な資料 にする

目的でお こなった。

2調 査 の 方 法

調査 の時期 は,昭 和36年4月 ～6月 で,東 京都,神 奈

川県,愛 知県,大 阪府,兵 庫県 の各都府県 内にある200

か所の対象 を選定 して調査用紙 を送附 した。そ の結果,94

か所か ら回答が よせ られた ので,こ れ につい て集計 した

ものである。調査表 の送 り先 および回収率を都 府県別に

表 わ した ものが次 の第1表 で ある。

第1表 調 査 表 回 収 率

繍 ＼ 匿 附剃 回収剃 回 収 卒

東 京

大 阪

愛 知

兵 庫

神 奈 川

60

40

30

30

4り

27

21

10

15

21

45,000

52,5°0

33,300

50,000

52,500

計 200 94 47,000

第2表 産 業 別,地 方 別,直 営,委 託 別'分 類

1,製 鉄,製 鋼

2,機 械,金 属,自 動 車

3,弱 電

4,化 学,製 薬

5,繊 維

6,食 晶

7,事 務,商 事

8,そ の他(印 刷.交 通)

計

東 京

直営 委託

1

2

2
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4

2
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1
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1

6
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0
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2

2

2

0

0

0

0

6

愛 知

直営 委託

0

2

0

0

2

3

0

1

8

0

1

0

1

0

0

0

0

2
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直営 委託

1

2

1

3

0

1

0

0

8

1

1

1

0

2

1

0

1

7

神 奈 川

直営 委託

3

2

4

3

0

0

0

0
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0

3

3

2

0

1

0

0

9

計

直営 委託
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9

7

1s
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6

4

1
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1

9

6

6

2

3

1

2
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計
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9

5

3

94

鱒AStudyontheStandardofGroupFeeding(Partl)

OntheRelationofaNumberofFeedingandFeed-Workers

轢KimikoTsuchimoto

4



土元:集 団給食の規準に関する研究 第1報

3調 査 の 結 果

(1)直 営 と 委 託

調査対 象を産業別,直 営 ・委託経営別に分類す る と,

第2表 の よ うにな る。今回の調査対象には直営に よるも

のが多か った ことがわか る。調査 の性質上,地 方 別 に

も,産 業別に も,そ の数を定めておこな うこ とが で きな

か った。 しか し,機 械 ・金属な どの産業 と弱電 の産 業で

は委託経営 の給食施設が多い。反対 に繊維産業 では,直

営の ものが多 い。

(2)給 食施 設の規模 、

給食施 設の規模 の比較 は,延 べ給食数,最 大給食数の

二っでお こな った。集 計 した施設 は,延 べ食数で表わ す

と,最 小18り 食 か ら最大18,500食 まで あ り,昼 食 のみ の

給食数で表わす と最小100食 か ら最大16,800食 までで あ

ったQ調 査対象 の延べ食数 と産業別 との関係 は第3表 の

よ うにな る。

第3表 産 業 別,規 模 別,分 類

認 」製銕鯛 轡霧i弱 電陣 製薬障 副 食 晶瞬 圃 その倒 計
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2

2

2

0

0
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6

6

4

3

3

0

0

0
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2

3

7

2

1

1

1

0
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2

3

4

0

0

0

0

0
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0

1

4
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0

0

0
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0

0

1
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1
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(3)給 食 回 数

給 食回数 を産業別 にみ ると第4表 の よ うになる。産業

別にみ ると,そ の産業が昼夜連続操業で運営 されている

化学 ・製薬な どに,夜 食を給食 するところが多いこ とが

わか る。また機械 ・金属な どに も夜食 の給食が多い。繊

維産業では,夜 食 の給食は少ないが三食給食 は圧倒 的に

多い。事務 ・商 事では,昼 食だけ,ま たは昼,夕 の二食

給食が多い。全 体を通 じてみれば調査対象の70%は 耳食

以上の給 食をおこな ってい る。

めん類 の給食 を並設 してい るところは34%で ある。 こ

れは》給食 の内容が喫食者 の嗜好にはなはだ しく適 しな

い とか,喫 食者が安価な昼食をたべたい とか,ま たは補

第5表

いな どのためにたべた いとか,の ときに利 用され るもの

と思われ る。 したが って必要 な栄養量を満 すこ とは考慮

外 においているのであ らう。繊維産業には,こ の種 の給

食 は非常に少ない ことがわ かる。

(4)給 食 従 業 員 数

延 べ給食数 または昼食給食数 と,従 業 員数 または労働

延 べ時間 との関係を しらべ,相 関係数 を算 出 した。相 関

係数rは 次の式で示め される。

r=養 翳 舘 靆 雕d羅

最も高い相関関係のあるものは,給 食従業員総数の労

働延べ時間と延べ給食数であり,次が管理部門の人数を

作 業 量 と 作 業 入 員,労 働 延 時 間 の 関 係

1相 関 騰 ・1順 位1
関 係 式

人

員

労
働
延
時
間

(1)給 食従 業 員 総 数 と 延 食数

(2)給食従 業 員 総 数 と 昼食数

(3)炊事雑 役作業員数 と 延食数

(4)炊 事雑役作業員数 と 昼食数

(5)給食従業 員総 員 と延食数

⑥ 給食従業 員総員 と 昼食数

(7)炊事雑役作業 員 と 延食数

(8)炊事雑役 作業員 と 昼食数

(6)管 理 事 務 員 と 延食数

0.849

0.828

0.873

0.795

0.897

0.790

0.735

0.752

0.647

3

4

2

5

1

6

8

7

9

y=6.98十 〇.0067X

y=10.1-}-O.0084X

y=3.79-}-0.0065X

(第1図)

(第2図)

(第3図)

y=72.44-{-0.0522X

y=30.3-{-0.0575X

y=52.3十 〇.C67X

(第4図)

(第5図)

(第6図)

除いた炊事雑役 作業員数 と延べ給食数であ る。それぞ

れの相 関係数は第5表 に あ らわ した。管理部門の事務 員

の労働延べ 時間数 と,延 べ給食数 との相関は 最 も低 い

が,他 はすべ て0.7以 上を示 し,き わめて高い相 関関係

が あるこ とが わか る。そ こで給食数に応 じて,従 業 員数

の規 準値を算出す るため の一つ の方法 として,両 者の関

係 を一次 の函数 関係 として示す方程式を算出 した。 この

式 は第5表 の右側 に示 した とお りで あ り,ま たそれを図

に表わ した ものが第1図 か ら第6図 までであ る。以上の

よ うに,給 食数 と従業員の人数,ま たは労働時間数 との

間 にはか な り高 い相関関係があ るので,こ れを もとに し

て給食数 によって,必 要な人数を算出す ることはで きる

わ けで ある。上述 の式で算出 した値 と実際値 との間でか

な り差 のあるものもあ るが,こ の差は必ず しも不合理 と

い うもので はな くて,そ の給食施設 の給食 のや りかた,

た とえば,(1)献 立が単式で あるか複式であ るか,(2)手 の
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こんだ料理をす るか しないか,(3)盛 りつけ の状態,(4)

食券 の と りあつか いかた,(5)食 器の種類,(6)燃 料 の 種

類,(7)給 食回数,⑧ 休 日給食 の有無,(9)そ の他,に よっ

て違 って くるものである。上述 の条件 の違 いに よって給

食従業員数 が,ど の程度に影響されるかは,な お研究 し

なければ な らない。

また,給 食従 業員数算出 の参考にす るため,従 業員1

人 当 りの受 け もち食数を第6表 の ように算出 した。作業

員1人 当 りの延 べ食数 は約110食 であ り,昼 食数では約

65食 である。従来,工 場給食 では,戦 時中に は1人 当 り

延 べ食数で200食 に達 した もの もあつた し・138・2食 と

い う報告 もある2)ので,1人 当 りの受け持ち食数は,以

前 よりは減少 している と考 えられる。 これ は一 つには,

炊事従業 員に多かった超過勤務労働が減少 した ことを意

味 し,ま た一つには給食 の献立 の内容が以前 と比較 して

複雑 になって きた ことを意味す る。

第6表'1人 当 り 受 け も ち 食 数

平糒(M)畔 雕(・)iσM× ・・°

給 食 従 業 員 総 員 の1人 当 り延 食 数

炊 事 雑 役 作 業 員 の1人 当 り延 食 数

炊 事 雑 役 作 業 員 の1人 当 り昼 食 数

92.2

109.7

64.7

39.3

45.0

31.5

42.6

41.6

..

7

〆
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調理場 は他 の産業部 門 と異な り,機 械化がほ とん ど進

んでいない。 しか し,喫 食者 の生活が 向上す る に つ れ

て,程 度の高い食事 を給食 する必要 にせま られ るため,

一そ う多 くの労働 を要する ことになる。 この意味で,調

理場を機械 化す るための よい調理機械 をつ くるこ とが 大

切 であ る。

(5)食 費

食 費に関する調査 は,食 材料費 はいくらか とい う形で

調査 した。多 くの回答 は,月 平均 の材料 の実費が記 入さ

れ てい る。第7表 は,食 材料費 の産業別 の平均価 格であ

るが,産 業別にみて大分開きが ある。三食 ともに最 も安

価な給食は繊維産業であるが,夜 食 はかえ って製 鉄,製

第7表 食 材 料 費 産 業 別 平 均 価 格

遭9
朝 食

昼 食

夕 食

夜 食

製 鉄・製 鋼

23,7

32,5

31,7

25,8

円

機械・金属自
動 車

22,1

33,3

32,5

36,4

円

弱 電

23,1

35,2

38,4

23,4

円

化学製薬

24,7

33,6

32,2

33,2

円

繊 維

17,5

28,5

27,8

31,2

円

食 晶

25,5

34,2

34,4

32,5

円

事務商事

22,5

50,8

62,4

円

そ の 他

39,1

30,0

17,5

円

全 体

21,8円

34,2

33,6

30,6

鋼 のほ うが安価 である。事務 ・商 事の昼食 お よ び 夕 食

は,他 の産業 と比較 して7と 高い ことがわかる。

4ま と め

職域 におけ る集団給食 の合理的な運営をお こな うため

の基礎資料を得た いとの考 えで,昭 和36年4月 ～6月 に

東京,神 奈川,愛 知,大 阪,兵 庫 の各都府県 内 に あ る

200の 給食施設に対 し,ア ソケー トを とった。それに回

答 を よせ られた94か 所 につ いての集計 によって,次 の諸

事 実をあき らか にす るこ とが できた。

4)調 査対象 の68%は 直営 であ り,32%は 委託経営で

あ る。産業 別には,製 鉄 ・製鋼 か ら事務 ・商事 まで各種

にわた っている。

2)延 べ食数 は最小180食 か ら最大18,500食 まで あ

る。

3)給 食 回数 は三食給食 の施設が最 も多 く40%を 占

め,次 にその上 に夜食 を給食 している ものが30%を 占め

てい る。昼食のみの給 食は94か 所中16施 設 で,17%に す

ぎな い。

4)め ん類を給食 してい るところは34%で ある。

5)給 食数 よ り給食従業員数の一応の 目安を得るため

に,関 係式を算 出 した。p

給 食従業 員総数 と延食数Y=6.98十 〇.oo67X

給食従業員総 数 と昼食数y=10.15十 〇.Oo84X

炊事雑役作業 員数 と延食数y=3.79十 〇.oo65X

給食従業員総 員の労働延時間数 と延食数

y=72.44-{=0.0522X

炊事雑役作業 員の労働 延時間数 と延食数

y=30.3-{-0.0575X

炊事雑役作業員の労働延 時間数 と昼食数

y=52.,3-}-0.067X

これ らの各式 にXに 延べ給食数 また は昼給食 数を代 入

す ると給食に要す るそれぞれの人数 または労鋤延べ時間

数yが 算 出で きる。

6)給 食作業 員1人 当 りの受け もち食数は,延 べ食数

に して110食,昼 食数 に して65食 前後が平均 し て で あ

る。

7)給 食材料 費は産業別 に非常 に差が あるが,概 して

繊維産業は安 く,事 務 。商事 は高 い。

終 りに この研究をお こな うにあた り,終 姶親切 に御指

導 くだ さった労働科学研究所 高木和 男先 生に厚 く御礼 を

申 しあげ る。 また御多忙中回答を寄せ られた各給 食施 設

の担 当者 のかたがたに感謝す る。 なお本 学助教授坂 入和

彦先生 には論文作成につ きお世話 にな った。重ねて感謝

す る。

1)高 木和 男著 統計 と調査法P33-37

2)労 働科学研究所 労,維,資,51号P24
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